
【教育・保育提供区域とは】

　子ども・子育て支援法第61条により、市町村は「子ども・子育て支援事業計画」

において、地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件及び教育・保育施設の

整備状況を総合的に勘案して「区域」を設定し、その区域ごとに事業の必要量を算

出し、事業内容や実施時期を示さなければならないとされております。

１．国では教育・保育の提供区域の設定について以下の点を記述

　①　地理的条件、人口、交通事情、施設の整備状況などを総合的に勘案して定め

　　ること

　②　小学校区、中学校区、行政区など地域の実情に応じて、保護者及び児童が居

　　宅から容易に通学・通園できる区域を定めること

　③　地域型保育事業の認可の際に行われる、需給調整の判断基準となることを踏

　　まえること

　④　教育・保育及び子ども・子育て支援事業を通じて共通の区域設定とすること

　　※ただし、教育・保育及び子ども・子育て支援事業の利用実態が共通でない場

 　　　　合は、各事業ごとに区分設定することができる

２．教育・保育の提供区域の設定にあたり留意すべきポイントについて

　①　区域内の児童数や面積は適切な規模か

　②　区域ごとに事業量の見込み算出が可能か

　③　区域ごとに不足分の確保策が打ち出せるか

　④　既存の施設の立地状況を考慮しているか

　⑤　交通事情を踏まえているか

　⑥　設定した区域内で事業の展開が可能か（需要の確保）
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教育・保育提供区域の設定について
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（教育・保育提供区域の設定例）

（区域設定の範囲別の効果～メリット・デメリット）

狭い場合
（学校区など）

・利用者にとって、入所可能な施設
が自宅近辺にある可能性が高くなる

・既存の施設が需要に対して多すぎ
る場合、廃止等の調整が必要となる
・区域によって利用者の選択範囲に
差が生じる
・供給体制が整わない区域について
は、新たに確保策を講じる必要があ
る
・需要量見込みの推計が困難である

③　小中学校区 小学校又は中学校の学校区を流用する

設定区域

広い場合
（全市など）

メリット デメリット

・需給調整の発生する機会が少な
く、新規事業者が参入しやすい
・既存の施設に地理的偏りがある場
合、広く設定することで、既存の施
設をそのまま活用できる
・勤務地等の都合で、居住地から離
れた施設を希望するニーズを吸収で
きる
・需要量見込みの推計が行いやすい

・利用者にとって、入所可能な施設
が自宅から遠くなる可能性がある

②　地域
東部地区、北広島団地地区、大曲地区、西の里地区、西部地区の５つの
区域を設定

出張所等 市役所本庁、大曲出張所、西の里出張所、西部出張所

中学校区

小学校区
平成25年度ニーズ調査における回答者の住所区分は、小学校区
で実施。学童クラブも小学校区で区分。

【区域設定の例と効果の関係】

区域 概要

①　全市 北広島市全域を一つの区域として設定

連合町内会 北広島団地第１住区ほか

【北広島市における既存の区域設定】

区域名称 備考

地域 東部地区、北広島団地地区、大曲地区、西の里地区、西部地区


